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 ダンテ・アリギェーリ協会(Societa’ Dante Alighieri)の設立等に関しては、協会の紹介サイトを参照の
こと。http://www.il-centro.net/dante/organizzazione/dante.html (閲覧日 2012.10.10) 
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沿革 設立年度：1934 年 
設立形態：外務連邦省を監督官庁とする外郭公共団体 
設立趣旨：英国の教育および文化関係を促進するための国際機関として発足 
代表 理事長：Vernon Ellis（経営コンサルタント、2010-）10 
委員会 理事会：理事長 1 名、理事長代理 1 名、副理事長 2 名の他 17 名の役員 
構成 国内事務所：イングランド 6 カ所、スコットランド、ウェールズ、北アイルランド
各 1 カ所の計 9 カ所 
海外事務所：110 カ国の 243 カ所 
事業 1.英語教育、2.教育・訓練、3.芸術・文学・デザイン、4.科学と保健衛生、5.ガバナン
スと社会、6.情報提供 
資金 総収入（2010-11、2011-12）：6.9 億ポンド(938.2 億円)、7.3 億ポンド(939.6 億円) 
総支出（2010-11、2011-12）：6.6 億ポンド(899.1 億円)、7.1 億ポンド(914.7 億円)11 
URL http://www.britishcouncil.org/ 
 





 データを筆者が更新。公開 691.4 ミリオン・ポンド(2010-11) 2010 年レート(日本円換算: 135.7 avr.) 
≒ 938.23 億円(収入)と 662.6 ミリオン・ポンド≒ 899.14 億円(支出)、734.6 ミリオン・ポンド
(2011-12) 2011 年レート(日本円換算: 127.9 avr.) ≒ 939.55 億円(収入)と 715.2 ミリオン・ポンド≒ 
914.74 億円(支出) 2011-12 年度ブリティッシュ・カウンシル年間報告書
http://www.britishcouncil.org/new/PageFiles/ 13001/Annual_Report%20V10_lowres%2017%20Aug% 
202012.pdf (閲覧日 2012.10.10)                                                        





沿革 設立年度：1951 年（前身 1932 年） 
設立形態：社会法人 
設立趣旨：①外国におけるドイツ語の普及 
     ②国際文化協力の振興 
     ③ドイツの文化的、社会的および政治的生活の情報提供を通じた、包括
的ドイツ像の伝達 
代表 総裁：Klaus-Dieter Lehmann（元ドイツ国立図書館長、2008-）12 
委員会 幹部会：総裁 1 名、副総裁 2 名、職員代表 3 名、会員代表 6 名、外務省と連邦大蔵
省の代表 
構成 国内事務所：ミュンヘン本部、ベルリン連絡事務所と 15 カ所のインスティトゥート 
海外事務所：76 カ国の 128 カ所のインスティトゥートと 45 カ所の読書室13 
事業 1.ドイツ語普及事業、2.国際交流事業、3.広報資料作成配給事業、4.ドイツ訪問プロ
グラム実施事業、5.ドイツ書籍の翻訳振興など 
資金 総予算（2010-2011、2011-12）：2.9 億ユーロ(337.9 億円)、3.5 億ユーロ(395.5 億円)14 










 データを筆者が更新。公開 290.3 ミリオン・ユーロ(2010-2011) 2010 年レート(日本円換算: 116.4 
avr.) ≒ 337.9 億円と 356 ミリオン・ユーロ(2011-12) 2011 年レート(日本円換算: 111.1 avr.) ≒ 
395.52 億円、2010-11 年度ゲーテ・インスティトゥート年間報告書







沿革 設立年度：1883 年 
設立形態：公益法人 
設立趣旨：①海外でのフランス語普及 
     ②フランス語およびフランス思想の知識と感覚の発展に対する貢献 
     ③言語・文化交流の進展による相互理解の促進 
代表 会長： Goéry Delacôte（元科学博物館館長、物理学教授、2012-）15 
委員会 理事会：海外のアリアンス・フランセーズ理事会会長 5 名を含む 25 名 
構成 国内事務所：パリ本部 
海外事務所：136 カ国の 968 カ所（アフリカ：38 カ国の 129 カ所、北アメリカ：2 カ
国の 133 カ所、南アメリカ：33 カ国の 274 カ所、アジア・オセアニア：
30 カ国の 78 カ所、ヨーロッパ：33 カ国の 354 カ所）16 
事業 1.フランス語教育および同分野における人材開発、2.語学検定テストの実施と語学力
証明システムの確立、3.在校生への各種サービス、4.広報事業、5.文化事業 
                                                                                                                                                           






 http://www.fondation-alliancefr.org/?cat=1(閲覧日 2012.10.10)を参照し、本稿独自の調査内容を加えた。 
 11 
 
資金 総収入（2010、2011）：414 万ユーロ(4.83 億円)、410 万ユーロ(4.90 億円)17 




沿革 設立年度：1972 年 






することを目的とする。（独立行政法人国際交流基金法第 3 条） 
代表 理事長：安藤 裕康（元外交官、2011-） 
委員会 理事会：理事長 1 名、理事 2 名、監事 2 名（非常勤、外部有識者）の 5 名の役員 
構成 国内事務所：本部（東京）、京都支部、日本語国際センター（埼玉）、関西国際セ
ンター（大阪）の計 4 カ所 





 本稿独自の調査内容。公開 4,146,574 ユーロ(2010) 2010 年レート(日本円換算: 116.4 avr.) ≒ 4.83
億円(収入)と 4,101,768 ユーロ≒ 4.77 億円(支出)、4,411,108 ユーロ(2011) 2011 年レート(日本円換
算: 111.1 avr.) ≒ 4.90 億円(収入)と 4,401,631 ユーロ≒ 4.89 億円(支出)、2011 年度アリアンス・フ






海外事務所：21 カ国の 22 カ所（アジア・大洋州：9 カ国の 9 カ所、北・中南米：4






資金 総収入（2010、2011）：165.6 億円、156.7 億円 















 2010 年、2011 年度国際交流基金年間報告書
http://www.jpf.go.jp/j/about/outline/result/ar/2010/img/ar2010_05_07.pdf と
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 「孔子学院章程」の第 3 章 総部の内容を抜粋。 
 14 
 
構成 国内事務所：北京本部 1 カ所 
海外事務所：104 カ国の 835 カ所25 





資金 総支出 (2007、2008)：  4.5 億人民元(71.3 億円)、8.1 億人民元(122 億円)、 







                                                     
25
 本稿第 5 章の集計を参照のこと。 
26
 「孔子学院章程」の第 2 章 業務範囲の内容。 
27
 国家漢弁/ 孔子学院総部年間報告書の中、総支出額が公開されている 2007 年以降を対象に計算。                                
公開 459,840,000 人民元、2007 年レート(日本円換算: 15.5 avr.) ≒ 71.28 億円          
2007 年度 http://www.hanban.edu.cn/report/pdf/2007_final.pdf (閲覧日 2012.10.10)          
公開 819,242,000 人民元、2008 年レート(日本円換算: 14.9 avr.) ≒ 122.08 億円                      
2008 年度 http://www.hanban.edu.cn/report/pdf/2008_final.pdf (閲覧日 2012.10.10)          
公開 1,228,258,000 人民元、2009 年レート(日本円換算: 13.7 avr.) ≒ 168.27 億円                      
2009 年度 http://www.hanban.edu.cn/report/pdf/2009_final.pdf(閲覧日 2012.10.10)          
公開 137,761,000 米ドル、2010 年レート(日本円換算: 93.6 avr.) ≒ 128.94 億円                              
2010 年度 http://www.hanban.edu.cn/report/pdf/2010_final.pdf(閲覧日 2012.10.10)          
※年間為替相場参照サイト http://ecodb.net/exchange/cny_jpy.html#index02 (閲覧日 2012.10.10) 
 15 
 




の開始が 2004 年であるにもかかわらず、100 年以上の歴史を持つフランスのアリアン
ス・フランセーズに次ぐ展開数を有していることが分かる28。また、支出額においては
最も少ない 26 カ所の展開をしている日本の国際交流基金の支出額（2010 年基準 155.9
億円）よりも少ない支出（2010 年基準 128.9 億円）をしており、支出の少なさからする
と展開数と同様にフランスのアリアンス・フランセーズに次ぐ低支出の傾向にあること
がうかがえる。 
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 ミッチェルが「学院モデル」の始まりとして指摘するのは、1908 年にフランス・グルノーブル大 
学の Julien Luchaire(1876-1962)が、イタリアのフィレンツェに設立させた「フランス学院(Institut 
français de Florence)」である。たとえば、日本において設立されている「日仏学院、日仏学館」が
このモデルに該当する機関であるが、2012 年 9 月 1 日からはその名称を「アンスティチュ・フラン
セ日本(Institut français du Japon)」としてブランド統合を行い、活動するようになっている。詳細に
ついては、「アンスティチュ・フランセ」http://www.institutfrancais.com/(閲覧日 2012.12.22)と「アン
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 独立採算制が盛り込まれているアリアンス・フランセーズに設立条件に関しては、「Création d'une 
Alliance française」http://www.fondation-alliancefr.org/?p=3235(閲覧日 2012.10.10)を参照のこと。 
32
 訪問調査によるもの。訪問日：2008 年 1 月 21 日 調査協力者：荒川清秀氏（愛知大学孔子学院院








（半分以上の使用を含む）もほとんど見当たらず、1 部屋の事務室と 1、2 カ所の教室
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 Mosher(2012)は、孔子学院事業は専用の施設を持っていない学院と呼ばれる一般的な機関ではない 




 訪問調査によるもの。訪問調査の全体日程等は、第 4 章の第 1 節を参照のこと。 




て展開している国際文化政策機関であり、1988 年から始まり展開の数も世界に 9 カ所
（2012 年現在）と地道な文化関連活動を堅持している37。筆者が行った訪問調査に含ま
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中心(モンゴル、2010 年開院)の以上の 9 ヵ所以外に、シンガポール、タイ、スリランカ等もその開
院を予定しているという。詳しくは、http://www.cccweb.org/(閲覧日 2012.12.20)を参照のこと。 
38「巴黎中国文化中心(Centre culturel de Chine à Paris、パリ中国文化センター)」http://www.cccparis.org/ 
(閲覧日 2012.12.20) 
39






また、理事会の構成を確認してみると、2012 年現在その構成は理事長 1 名、副理事















用であるが、ミッチェル（1990: 97-98）は前掲の 4 つの機関を含む国際文化政策機関を
政府との関係によって 3 つの類型に分類している。「政府統制（Government Control）」、
「非政府自治機関（Non-governmental autonomous agencies）」と「混合システム（Mixed 
                                                     
41
 その顔ぶれに関して詳細は、「Council of the Confucius Institute Headquarters」
http://www.chinese.cn/conference11/node_37099.htm (閲覧日 2012.12.20)や CRI online(China Radio 




















































































1.3.1 孔子学院事業の検証における 2 つの方向性とその研究方法 
前節では、孔子学院事業を概観し、それに対する分析の 2 つの方向性を導き出した。
本稿では、研究課題としてソフト・パワーと孔子学院事業の関係検証を取り上げ、こ































































表 1-1．地域別孔子学院および孔子課堂の展開数（漢弁ウェブ上の情報分析 2008.10）44 
地域別 展開国 展開数 10 カ所以上の展開国 
アジア 22 カ国 66 カ所 日本(14)、タイ(13)、韓国(12) 
ヨーロッパ 22 カ国 55 カ所 ロシア(10) 
アメリカ 4 カ国 29 カ所 アメリカ(18) 
アフリカ 7 カ国 11 カ所  
オセアニア 2 カ国 4 カ所  
総計 57 カ国 165 カ所  
  
表 1-2．地域別孔子学院および孔子課堂の展開数（漢弁ウェブ上の情報分析 2010.5）45 
地域別 展開国 展開数 10 カ所以上の展開国 
アジア 28 カ国 92 カ所 タイ(23)、日本(17)、韓国(16) 
ヨーロッパ 27 カ国 94 カ所 ロシア(14)、フランス(13)、ドイツ(12)、イギリス(12) 
アメリカ 12 カ国 90 カ所 アメリカ(60) 
南アメリカ 5 カ国 14 カ所  
アフリカ 17 カ国 24 カ所  
オセアニア 2 カ国 10 カ所 ※最多：オーストラリア(9) 
総計 86 カ国 310 カ所  










表 1-3．地域別孔子学院および孔子課堂の展開数（漢弁ウェブ上の情報分析 2012.5）46 
地域別 展開国 展開数 10 カ所以上の展開国 
アジア 31 カ国 127 カ所 タイ(23)、日本(21)、韓国(19)、キルギス(10) 
ヨーロッパ 34 カ国 232 カ所 
イギリス(76)、ロシア(22)、イタリア(22)、フランス(21)、
ドイツ(17)、アイルランド(10) 
アメリカ 14 カ国 411 カ所 アメリカ(350)、カナダ(28) 
アフリカ 22 カ国 30 カ所 ※最多：南アフリカ(5) 
オセアニア 3 カ国 35 カ所 オーストラリア(24)、ニュージーランド(10) 
総計 104 カ国 835 カ所  
 








し始める 2010 年からは、表 2.で見られるようにアメリカを中心とする展開が特徴的
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 本稿の第 5 章からの引用。 
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 第 1 章では、本稿全体の研究対象と研究課題を設定し、研究対象である孔子学院事業
とソフト・パワー概念に対する概観を試みる。また、研究の方向性を導き出し、それに
かかわる研究方法に関して説明を行う。その中で訪問調査の意義を述べつつ、孔子学院
                                                     
48
 国家漢弁/孔子学院総部年間報告書(2007)の内容を参照のこと。


















第 4 章と第 5 章の 2 つの章では、孔子学院事業の国際文化政策プロジェクトとしての
特徴と国際文化政策の対外政策としての特徴という 2 つの分析方向性を通じてそれぞ



























































                                                     
1
 原文では、‘This soft power – getting others to want the outcomes that you want – co-opts people rather than 
coerces them. (Nye2004: 5)’と記している。NYE, Joseph S. Jr (2004). Soft Power: the means to success in 
world politics. New York: Public Affairs、ジョセフ・S・ナイ(2004)『ソフト・パワー－21 世紀国際政
治を制する見えざる力』(山岡洋一訳)、日本経済新聞社 
2
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る。MATSUDA, Takeshi (2007). Soft power and its perils. Chicago: Stanford University Press. Pp.5-7. 
5
 ナイ(2004: 173)は、このような従来のプロパガンダ宣伝戦略に類似した外交的な活動を「ハード・
パワーの行使を正当化するための綺麗ごと(‘mere window dressing for the projection of hard power’, 
Nye2004: 110)」と表現している。NYE, Joseph S. Jr (2004). Soft Power: the means to success in world 











































































                                                     
9
 ナイ(2004: 11)の表現を直接引用すると、‘Culture is the set of values and practices that create meaning for 
a society. (文化とは、社会にとっての意味を確立する価値観と活動である。日本語訳：山岡洋一 2004: 
34)’となっている。NYE, Joseph S. Jr (2004). Soft Power: the means to success in world politics. New 



















                                                     
10
 ソフト・パワーに対する本稿のこの解釈に関してはナイ(2004)も類似な見解を示しているが、たと
えば、Nye(2004: 32)は‘government actions also matter, not only through programs like the Voice of 
America and Fulbright scholarships, but, even more important, when policies avoid arrogance and stand for 
values that others admire. … only if we learn to stop stepping on our best message. (アメリカの声(VOA)
やフルブライト奨学金といった制度も重要だが、それ以上に、傲慢な態度を避け、他国が称賛する
価値を主張することが重要である。･･･ 中略 ･･･ アメリカの最善のメッセージを踏みにじらな
いようにする方法を学ぶことが不可欠である。日本語訳：山岡洋一 2004: 64、中略筆者)’  
11
 Janice Bially Mattern (2005). Why Soft Power Isn't So Soft: Representational Force and the Sociolinguistic 
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 Janice Bially Mattern (2005). Why Soft Power Isn't So Soft: Representational Force and the Sociolinguistic 
































































説（the discourse of cultural imperialism）」として解いているが、Tomlinson のことばを借

























































である（Armitage & Nye 2007: 7）19。 








 ARMITAGE, Richard L. & NYE, Joseph S. Jr. (2007.11.6)「CSIS COMMISSION ON SMART POWER- A 





















合わせる方法（ナイ 2004: 64、2008: 70、2011: 14）21」等の表現からは、ナイの主張





























                                                                                                                                                           
(Nye2004: 32)’のように表現されている。NYE, Joseph S. Jr (2004). Soft Power: the means to success in 
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 JACKSON, Robert & SØRENSEN, Georg (2010). Introduction to international relations: theories and 
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 JACKSON, Robert & SØRENSEN, Georg (2010). Introduction to international relations: theories and 




を含む国家間関係の変動までをもたらすと主張する。WENDT, Alexander(1999) Social Theory of 
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 原文では、‘Governments sometimes find it difficult to control and employ soft power, but that does not 
diminish its importance. (Nye2004: 8)’‘But soft power does not depend on hard power. (Nye2004: 9)’とな























な場で売り込む … 国際戦略は … ソフト・パワー戦略というよりは、･･･ 魅力
ある国イメージの政治経済に専心するブランド・ナショナリズムといえるだろう。（岩
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2007)等の試みが代表的な学術的実践として挙げられる。MELISSEN, Jan (2007) The New Public 
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 パブリック・ディプロマシーは、1965 年にアメリカ Tufts 大学の E. Gullion 教授によって初めて使
用された概念であるが(Cull 2006)、概念の定義としてはアメリカ政府の情報局(USIA；United States 
Information Agency、1953-1999)が提示した「情報の提供や文化交流を通じて他国の国民に直接働き
かけ、自国にとって望ましい国際環境をつくり出す外交スタイル」が用いられることが多い。より
詳しくは、CULL, Nicholas J.(2006) ‘Public Diplomacy’ Before Gullion: The Evolution of a Phrase 
http://uscpublicdiplomacy.org/pdfs/gullion.pdf(閲覧日 2011.5.13)、ARNDT, Richard T. (2005). The Birth of 






固執するパブリック・ディプロマシーを「新しいビンに入れた古いワイン(public diplomacy as old 
wine in new bottles)」という比喩で表現している。Melissen(2007)の主張は、ソフト・パワーに対す
る国家中心的な解釈を扱う本稿においても大きな示唆点を持つものであるが、Melissen(2007)は偏
狭な国益を乗り越え、より包括的な国益の追求を主張するパブリック・ディプロマシーを主張し、
それを「ニュ ・ーパブリック・ディプロマシー」と称している。MELISSEN, Jan (2007) The New Public 












図 2-2. Public vs. Diplomacy Orientation（Snow 2009: 3）40 














                                                     
40
 SNOW, Nancy (2009) Rethinking Public Diplomacy. In: Nancy Snow & Philip M. Taylor (eds.). Routledge 









• foreign affairs expert(外交専門
家) 




















































































































Radio International、1941-）1といった 3 つの経路を重視し、この 3 つの経路に限定され
た文化と情報の発信と交流を行っていたという。1949 年の建国以降もその 3 つの経路
を重視する姿勢は変化しないものの、3 つの経路の中でも定期刊行物の成長は著しく、
「人民中国（People’s China、1950-）」、「中国画報（China Pictorial、1951-）」、「今











                                                     



























げており、その特徴としては、上記の 1990 年代から掲げていた 4 つの目標に新たに「平
                                                     
4「中国日报(中国日報、China Daily)」は 1990 年代にはインターネットとの連携をはかるなど、1999






 1991 年 1 月に設立される国務院新聞弁公室は、その役割としてⅰ）外国への中国の紹介とⅱ）中国
への外国の紹介を挙げているが、このような外国と中国との窓口として役割には、そのもう一面の
顔として 2011 年 5 月から兼務されるようになった「国家インターネット情報事務室(国家互联网信
息办公室、State Internet Information Office)」というインターネット上の各種の活動を規制するよう
な、フィルターとしての役割も持ち合わせていることには留意する必要があると言える。国務院新
聞弁公室(＝中国共産党中央対外宣伝弁公室＝国家インターネット情報事務室、SCIO；State Council 

































含む第 3 国との間の留学生交換事業も加えられるようになった点と（程 2005: 27）、ⅱ）
増加する留学生数に対応するために誕生した「外国留学生高等預備学校」が、その 2 年
後の 1964 年には「北京語言学院（現、北京語言大学）8」として発展成立されることに
なった点である（程 2005: 31）。 












るようになる（程 2005: 112-113）。 
とりわけ、このような流れの中で 1987 年に中国教育部をはじめとする政府各部の支
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前述した 1980 年代の国際文化政策と同様なものであるが、すなわち、1980 年代の国際
文化政策が用いた 3 つの経路の機能が大きく拡充されたとはいえ、それは 3 つの経路に
限定されるものであり、その姿勢もそれほど対外志向の攻勢的なものとは言えなかった
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 SHIH, Chih-yu (2005) Breeding a Reluctant Dragon: Can China Rise into Partnership and Away from 









べる14。実際にソフト・パワー概念が政府の文書で使用されたのは、2006 年 11 月に開
催された中国文学芸術界連合会と中国作家協会の合同の全国代表大会における胡錦濤
総書記（当時）の講話がその最初とされており、その後の 2007 年 10 月には中国共産









                                                     
13
 鎌田文彦(2010.9)「中国のソフト・パワー戦略―その理念的側面を中心として」、『レファレンス』
http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/refer/pdf/071602.pdf (閲覧日 2011.10.5) 
14
 KURLANTZICK, Joshua (2007) Charm Offensive: How China’s Soft Power Is Transforming The World. 





































                                                     




の情報では、2012 年 7 月現在 387 カ所の孔子学院と 509 カ所の孔子課堂が設立されていると主張さ




 孔子学院の主要事業の 1 つとして中国語教育事業は、2004 年始まった同事業の成果として 2009 年
現在世界の中国語学習人口が 4,000 万人を超え、その増加率も国別 50%から 2 倍に上ると発表して
いる。学習人口が 10 億人を超えるとされる英語を除けば、ドイツ語の約 1,700 万人、日本語の約
365 万人等に比べても小さいとは言えない規模の言語教育事業に成長している。中国語の学習人口










「一、孔子学院  （孔子学院の設立） 
二、中美网络语言教学  （対米国関係言語教育の協力） 
三、教材和音像、多媒体制作 （オンラインおよびマルチメディア中国語教材の開発） 
四、国内外汉语教师队伍建设  （国内外の中国語教師養成） 
五、对外汉语教学基地建设  （対外中国語教育拠点の設立） 
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究所、HOOGHE, Ingrid d’ (2007). Public Diplomacy in the People’s Republic of China. In : MELISSEN, 
Jan Ed. New Public Diplomacy. New York: Palgrave MacMillan.、青山瑠妙(2007)「中国のパブリック・
ディプロマシー」、川島真編『中国の外交－自己認識と課題』山川出版社、KURLANTZICK, Joshua 
(2007) Charm Offensive: How China’s Soft Power Is Transforming The World. London: Yale University 
Press.、WANG, YiWei(2008). Public Diplomacy and the Rise of Chinese Soft Power, In Geoffrey Cowan and 
Nicholas J. Cull (eds.), Public Diplomacy in a Changing World(THE ANNALS vol.616). Oaks: SAGE.、国際
交流基金編, 青山瑠妙著(2009)『中国のパブリック・ディプロマシー』国際交流基金、鎌田文彦・
津田深雪(2011)「文化的発信を強化する中国」, 国立国会図書館総合調査報告書『世界の中の中国』
http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/document/2011/201002_11.pdf (閲覧日 2011.10.5)、YANG, Alan 
& HSIAO, Michael (2012). Confucius Institutes and the Question of China’s Soft Power Diplomacy, China 
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 類似な見解としては、Mosher(2012)が述べる「トロイの木馬としての孔子学院事業」が挙げられる。
MOSHER, Steven(2012.3.28) ‘Confucius Institutes: Trojan Horses with Chinese Characteristics’ 
http://pop.org/content/confucius-institutes-trojan-horses-chinese-characteristics (閲覧日 2012.11.19) 
23








 Li Changchun said that the Confucius Institutes are “an important part of China's overseas propaganda 
set-up.” The Economist(2009.10.22)「A message from Confucius」




































































































その流れとソフト・パワー概念の接点を考察した。建国以来 1978 年と 1990 年代初期、

































































 日本孔子学院訪問調査 韓国孔子学院訪問調査 
2008 年 1 月-2 月 立命館、愛知、大阪産業大学 ソウル孔子学院、東亜、東西大学 
2008 年 3 月 国家漢弁、中国北京師範大学訪問調査 
2008 年 7 月-8 月 桜美林大学  
2009 年 7 月-8 月  江原、忠南大学 
2009 年 10 月 ※パリ中国文化中心孔子学院（パリ中国文化センター2内に位置） 

































3 北陸大学 2006.1.10. 北京語言大学 閻 紅生  http://www.hokuriku-
u.ac.jp/confucius/ 
石川県(金沢市) 








2006.10.25. 浙江大学 神戸輝夫 http://www.apu.ac.jp/
confucius/ 
大分県(別府市) 









































































5 東西大学 2006.11.17. 山東大学 キム・オン
ハ 
http://dsuci.ac.kr/bbs/ 釜山広域市 






















































14 又石大学 2009.6.19. 山東師範大学 イ・ヘウ http://cafe.daum.net/
woosukgongja/ 
全羅北道 

































































   図 4-1. 立命館大学孔子学院ホームページ上のカリキュラム情報4 
 
 
                                                     
4
 http://www.ritsumei.ac.jp/mng/cc/confucius/(閲覧日 2012.10.5) 
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表 4-4. 孔子学院事業における事業内容および事業関連特典 
中国語学習関連プログラム 中国文化体験関連プログラム 中国語教師養成関連プログラム 
・中国語学習者に対する奨学金の
提供（応募要件は孔子学院受講生









 ・HSK 関連教師の資格講座 























図 4-3. 「BULATS」ブランドの広報7 
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図 4-4.ドイツ語翻訳コンテストの一例8  図 4-5.イタリア語スピーチコンテストの一例9 
                                                     
8
 http://www.goethe.de/ins/jp/tok/ver/ja9801999v.htm(閲覧日 2012.10.9) 
9
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11
 http://www.doratauzin.net/images/event/concours_de_francais_2010.pdf(閲覧日 2012.10.9) 
12「漢語橋工程(Chinese Bridge Project)」http://www.edu.cn/20050721/3144302.shtml(閲覧日 2012.8.13) 








































































場合はわずか 8 年間で 800 カ所以上という、国際文化政策プロジェクトにおいて前例







 DAWSON, Kelly Chung(2010.4.23) 「Confucius Institutes enhance China's international image」 








 恩蔵直人、亀井昭宏(2002)『ブランド要素の戦略論理』早稲田大学出版部 Pp.9-11. 
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いう(小塚 2006: 1-3)。小塚荘一郎(2006)『フランチャイズ契約論』、有斐閣 
24
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 訪問調査によるもの。訪問日：2008 年 1 月 21 日、調査協力者：荒川清秀氏（愛知大学孔子学院院
長）訪問調査の全体日程等は、本章の第 1 節を参照のこと。 
26
 訪問調査によるもの。訪問日：2009 年 8 月 4 日 調査協力者：宋王鎬(ソン・ワンホ)氏（忠南大学
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 トーマス・S.ディッキー(2002)『フランチャイジング』(河野昭三、小嶌正稔訳)、まほろば書房 P.272. 
28
 訪問調査によるもの。訪問日：2008 年 1 月 17 日 調査協力者：周瑋生氏（立命館大学孔子学院前
院長）訪問調査の全体日程等は、本章の第 1 節を参照のこと。 
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 この金額には例外も多く見られるが、たとえば、ウェストン・ケンタッキー大学孔子学院(アメリ
カ)は年間 23 万 4 千米ドル(2011 年度)、メリーランド大学孔子学院(アメリカ)は年間 30 万米ドル








 訪問調査によるもの。訪問日：2008 年 1 月 18 日 調査協力者：中村健一氏（大阪産業大学孔子学
院次長）、訪問日：2008 年 2 月 26 日 調査協力者：朴賢京(パク・ヒョンギョン)氏（東亜大学孔子
学院前主任） 訪問調査の全体日程等は、本章の第 1 節を参照のこと。 
32「孔子学院章程」では、新しい孔子学院の開院に対して中国政府側はそれにかかる一定の初期費用
を投資し、開院後の年間運営費用は 1:1 程度の相互負担に基づくと明記している。(経費に関する規











表 4-5. 安東大学孔子学院ホームページ上の組織関係図（筆者訳）33 
組織運営 
 国家漢弁/孔子学院総部  国立安東大学  曲阜師範大学 
 
 





簡略化した 3 つの主要アクターを示す。 
ⅰ）中国政府側（フランチャイザー） 
   ⅱ）現地の大学（フランチャイジー） 
ⅲ）中国側のパートナー大学 
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図 4-9．個別事業体としての孔子学院をめぐる 3 つのアクター間関係35 
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という 3 つのアクターが発見でき36、その 3 つのアクターは、孔子学院をめぐってお互
いに意思疎通を図っている。つまり、孔子学院に関わるアクターの中、影響力の大きい
3 つのアクターを公開資料や訪問調査の結果から抽出し、孔子学院の成立や運営に影響











この孔子学院をめぐり集まった 3 つのアクターの最大の特徴は、3 つのアクターがそ
                                                     
36
 訪問調査の中から現地大学との関係を持たない例外の事例は、韓国の「ソウル孔子学院」とフラン
スの「パリ中国文化中心孔子学院」の 2 カ所のみである。 
37
 訪問調査によるもの。訪問日：2008 年 1 月 17 日 調査協力者：佐藤智之氏（立命館大学孔子学院
事務局長）、訪問日：2009 年 8 月 4 日 調査協力者：宋王鎬(ソン・ワンホ)氏（忠南大学孔子学院



































   
 孔子学院フランチャイズを表すこの図 4-10.は、その中心に複数の個別事業体とし
ての孔子学院と関係を有するブランドを与える側（フランチャイザー）としての中国
























































(単位 1,000 人民元) 
459,840   213,370  98,620 311,990   67.8% 67,550 海外
教育者・学生招待 
円換算 71.3 億円 33.1 億円  15.2 億円 48.3 億円  10 億円 
2008 年 
(単位 1,000 人民元) 
819,242   390,027  209,603 599,630   73.2% 67,360   
中国語研究支援 
円換算 122 億円 58.1 億円  31.2 億円 89.3 億円  10 億円 
2009 年 
(単位 1,000 人民元) 
1,228,258   120,314 423,318 258,628 802,260   65.3% 151,085  
奨学金支給 






円換算 168.3 億円 16.5 億円 58.0 億円 35.4 億円 109.9 億円  20 億円 
2010 年 
(単位 1,000 米ドル) 
137,761   9,469 37,572 28,864 75,905 55.1% 32,211  
奨学金支給 
円換算 128.9 億円 8.9 億円 35.2 億円 27.0億円 71.1 億円  30 億円 
 







が読み取れる。表 4-6.の 2007 年と 2008 年には、孔子学院運営に関わる支出が見当た
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 教育関連収入 432.1 ミリオン・ポンド(約 552 億円、全収入の約 59%)の中、英語教育関連収入が 389.1 
ミリオン・ポンド(約 497 億円)を占めている。2011-12 年度ブリティッシュ・カウンシル年間報告書 
http://www.britishcouncil.org/new/PageFiles/13001/Annual_Report%20V10_lowres%2017%20 












の評価体制として 11 段階の評価基準（基礎 1-3 級、初中等 4-8 級、高等 9-11 級）を





Framework of Reference for Languages: Learning, Teaching, Assessment）43」を採用した変
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 訪問調査によるもの。訪問日：2008 年 1 月 17 日 調査協力者：佐藤智之氏（立命館大学孔子学院
事務局長）、訪問日：2008 年 2 月 27 日 調査協力者：キム・オンハ氏（東西大学孔子学院院長）、
訪問日：2009 年 8 月 4 日 調査協力者：宋王鎬(ソン・ワンホ)氏（忠南大学孔子学院主任） 訪問
調査の全体日程等は、本章の第 1 節を参照のこと。 
42
 11 段階から 6 段階の評価基準の「新」HSK への転換と「CEFR」の導入に関しては
http://www.hskj.jp/hskis/index.html(閲覧日 2013.2.1) と http://www.hanban.edu.cn/tests/node_7486.htm 
(閲覧日 2013.2.1)を参照のこと。 
































ィールドの日本と韓国に展開してしている英語検定テストの TOEIC（Test Of English 
for International Communication）44を例にして述べる。英語検定テストとはいえその種
類は様々であるが、その中で TOEIC を選ぶのは、まだインターネット・ベース・テ
スト（Internet Based Testing: IBT）というインターネットを利用する本部直轄の体制に
完全に移行されていない点など45、その仕組みの中に本稿で参考にできる特徴を保持
しているためである。 
調査フィールドの一つである日本における TOEIC は、公式的な代理団体は 1986 年
度設立された「国際ビジネスコミュニケーション協会」であり、ETS（Educational 
Testing Service）46の公式資料の販売のみならず TOEIC による国際コミュニケーショ
ン能力の向上を積極的に支援するという目標を掲げている47。このような特徴からは、
                                                     
44
 1970 年代後半北岡靖男がアメリカのテスト開発団体 ETS に新しい英語検定テストの開発を依頼し
たことから誕生した英語検定テスト。1977 年度から ETS により本格的にその開発が進められ、1979
年度第 1回の検定テストが日本で行われた。http://www.toeic.or.jp/30th/secrets/1.html(閲覧日 2011.1.15) 
45
 ただし、2010 年 6 月からは、「漢語水平考試（HSK）」もインターネット・ベース・テスト(Internet 





に関しては、http://ac.prometric-jp.com/toefl/jp/online.html (閲覧日 2012.10.15)を参照のこと。 
46
 Educational Testing Service(ETS)は、1947 年創立された非営利テスト開発事業。TOEFL、TOEIC を
はじめ、数多くの英語検定テストの開発に携わっている組織であり、非営利事業と称されながらそ
の年商は 600 億円以上と言われている。ETS のホーム・ページは、www.ets.org。年商関連の記事は、
http://eng.alc.co.jp/newsbiz/hinata/2006/07/post_248.html を参照のこと。(閲覧日 2011.1.15) 
47
 総括機関である「国際ビジネスコミュニケーション協会」は、公益法人でありながらその高い受益

















                                                                                                                                                           
値下げ(600 円)を担当官省の経済産業省から指導され実施している。産経 MSN(2010.7.20)「垣間見
えた不透明な運営 TOEIC 普及委託先の所得隠し」
http://sankei.jp.msn.com/affairs/crime/100720/crm1007200131001-n1.htm (閲覧日 2011.1.15) 
48
 TOEIC のような英語検定テストとして TOEFL（Test Of English as a Foreign Language）と日本におけ





TOEFLの実施(iBT :internet Based TOEFL)はETSのアメリカ所在の子会社Prometricが主管している。
http://www.prometric.com/ (閲覧日 2011.1.15)を参照のこと。 
49
 中韓の学術、文化、言語、教育等の交流を掲げる 1994 年設立された社団法人であり、1994 年設立






















                                                     
50
 現在は「HSK 日本実施委員会」として活動しているが、この「HSK 日本実施委員会」は内閣府所
管の社団法人の「日本青少年育成協会」がその運営を担当している。「HSK 日本実施委員会」
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 孔子学院フランチャイズ退会をめぐっては、2010 年に起きた大阪産業大学の「孔子学院廃校騒動」
が有名である。事の発端は 2009 年 4 月に大阪産業大学側が大学経営の合理化を理由に、中国政府
側に孔子学院フランチャイズからの退会を申し込んだことから始まる。1 年以上もかかった大阪産
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 International Workshop on CONFUCIUS INSTITUTES IN ASIA AND BEYOND: EXAMINING CHINA’S 




















て孔子学院事業を語る分析には、Hooghe (2007)、Kurlantzick (2007)、小川 (2007)、Wang 














































対外政策における姿勢は再び転換期を迎えることになるが、1989 年 6 月に起こった











 川島真、毛里和子(2009)『グローバル中国への道程－外交 150 年』岩波書店 Pp.139-143. 
4
 川島真、毛里和子(2009) Pp.144-145. 
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った形で 1980 年代の半ばから民主化に対する要求が徐々に表面化されはじめる5。 
この民主化に向けた民衆のたまったエネルギーが大きな反発として噴出されるき
っかけになったのは民主化に対して理解を示したことで党の総書記の地位まで事実































                                                     
7
 たとえば Zhou(2003: 93-98)は、中国政府側の中国語中心の言語教育は、ソ連の崩壊後に起こった民
族独立の現象からの教訓として単一言語使用の国家形成の重要性を実感しており、その達成を目的
に実施されていると述べている。実際、1990 年代は中国国内の愛国主義が盛り上がっていた時期で
あり、その可能性も否定できないと言える。Zhou, M (2003) Multilingualism in China: The politics of 
writing reforms for minority languages 1949-2002, Mouton de Gruyter 















危機、2001 年の WTO への加盟等を経つつ、対外進出を含む中国の「大国」としての
立地を強化していくことになる。 







                                                     
9
 岡部達味(2002)『中国の対外戦略』、東京大学出版会 Pp.213-216. 
10
 中国の実質経済成長率の推移(1980-2012 年)         の部分は二桁の成長率を表示。 
年 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 
 
7.91 5.20 9.10 10.90 15.20 13.50 8.80 11.60 11.30 4.10 9.18 14.24 13.96 13.08 10.93 10.01 9.30 7.83 7.62 
年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012     
 
















二、坚持弘扬和培育民族精神  （民族精神の発揚と育成を堅持する） 
三、切实加强思想道德建设   （思想、道徳を実質的に高める） 
四、大力发展教育和科学事业  （教育と科学事業を強力に進める） 
五、积极发展文化事业和文化产业  （文化事業と文化産業を積極的に発展させる） 
























































                                                     
15
 「平和共存五原則」とは、1953 年 12 月チベット問題協議のために訪中したインド代表団に対して
周恩来がその問題の処理原則として提示したもの。その 5 つの項目は、ⅰ）領土･主権の相互尊重、
ⅱ）相互不可侵、ⅲ）相互内政不干渉、ⅳ）平等互恵、ⅴ）平和共存となっている。川島真、毛里























このように 1990 年代から 2000 年代と徐々に強化されていく国家、国家経済力、そ
して情報や文化関連の発信事業といった 3つの要素の結合であるが、青山（2011:101）
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26「多国間の文化伝播フォーラム 2006」の詳細な内容については、人民中国(2006.11) 

























































LEE, Kyoungtaek (2011). A Political Approach to China’s Confucius Institute: An observation of its 




























                                                     
32





















































                                                     
35
 1921 年中国共産党設立初期から存在したとされる中国共産党中央宣伝部は、1998 年になってプロ
パガンダが有する否定的な意味合いを考慮しその英文の正式名称を従来の「Propaganda Department」 
から「Publicity Department」に変更することになる。BRADY, Anne-Marie(2008). Marketing Dictatorship: 
Propaganda and Thought Work in Contemporary China. Maryland: Rowman & Littlefield. P.30. 
36


























 BEQUELIN, Nicholas (2009.1.30)「China's New Propaganda Machine」
http://online.wsj.com/article/SB123326012456829891.html(閲覧日 2012.10.1) 
39「环球时报(環球時報、Global Times)」http://www.globaltimes.cn/(閲覧日 2012.12.20) 
40
 前掲脚注の中国の実質経済成長率の推移 http://ecodb.net/country/CN/imf_growth.html(閲覧日
2013.1.18)を参照のこと。中国の実質経済成長率の推移からは、2001 年 12 月の WTO 加盟以降持ち
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表 5-1. 中央政治局常務委員の孔子学院公式訪問一覧 
訪問日 訪問者 孔子学院訪問国 出処49 
2006.6.9 李長春(序列 5) ブルガリア http://news.xinhuanet.com/overseas/2006-06/1
2/content_4682532.htm 
2006.10.25 賈慶林(4) 英国 http://j.people.com.cn/2006/10/26/jp20061026
_64302.html 
2006 年小計 2 回   
2007.1.13 温家宝(3) ポルトガル http://www.tjfsu.edu.cn/bindex/kzxy_lsb.jsp 
2007.4.13 温家宝(3) 日本 http://www.ritsumei.ac.jp/mng/gl/koho/headlin
e/pickup/2007/04/onkahousouri.htm 
2007 年小計 2 回   
                                                     
48
 2007 年の第 1 回大会から 2011 年の第 6 回大会までが確認できる。「Council of the Confucius Institute 
Headquarters」http://www.chinese.cn/conference11/node_37099.htm (閲覧日 2012.12.20) 
49
 国家漢弁/孔子学院総部サイトを中心に、国家漢弁/孔子学院総部年間報告書(2006-2010)の他、人民
网、新华网等々のネット掲載記事を参考に収集したもの。情報は、2013 年 1 月に更新。 
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2008.5.9 賈慶林(4) ハンガリー http://news.xinhuanet.com/photo/2008-05/10/c
ontent_8138772.htm 
2008.8.8-24   北京オリンピック開催期間 
2008.11.17 胡錦涛(1) コスタリカ http://www.hwjyw.com/info/news/200811/t20
081126_23784.shtml 
2008 年小計 2 回   
2009.2.13 習近平(6) ジャマイカ http://www.chinese.cn/college/article/2009-08/
28/content_19535.htm 






2009.11.17 周永康(9) スーダン http://www.chinese.cn/college/article/2010-04/
14/content_123232.htm 
2009.12.12 胡錦涛(1) カザフスタン http://college.chinese.cn/article/2010-04/14/co
ntent_123210.htm 
2009 .12.22 習近平(6) カンボジア http://www.chinese.cn/college/article/2010-04/
14/content_123227.htm 
2009 年小計 6 回   
2010.3.20 習近平(6) ロシア http://www.chinese.cn/college/article/2010-08/
02/content_161067.htm 
2010.3.30 習近平(6) スウェーデン http://www.chinese.cn/hanban/article/2010-03/
31/content_143568.htm 






2010.6.20 習近平(6) オーストラリア http://www.chinese.cn/college/article/2010-09/
06/content_171099.htm 










2010.10.2 温家宝(3) ギリシャ http://college.chinese.cn/article/2010-10/15/co
ntent_181721.htm 
2010 年小計 9 回   
2011.1.21 胡錦涛(1) アメリカ http://www.chinese.cn/college/newsexpress/art
icle/2011-01/22/content_263373.htm 
2011.4.9 賈慶林(4) オーストラリア http://www.chinese.cn/newssummary/article/2
011-05/31/content_265954.htm 
2011.4.11 李長春(5) アルメニア http://chn.chinamil.com.cn/gj/2011-04/12/cont
ent_4566857.htm 
2011.4.27 温家宝(3) インドネシア http://www.hanban.org/article/2011-04/29/cont
ent_255506.htm 
2011.6.14 温家宝(3) ハンガリー http://www.konfuciuszintezet.hu/index.php?m
enu=hirek&almenu=1&lang=en 






2011.12.24 習近平(6) タイ http://www.chinese.cn/article/2011-12/24/cont
ent_397310.htm 
2011 年小計 8 回   
2012.4.19 李長春(5) カナダ http://politics.people.com.cn/GB/1024/177131
90.html 
2012.5.19 呉邦国(2) クロアチア http://japanese.cri.cn/881/2012/05/20/144s192
782.htm 
2012.6.18 賀国強(8) マレーシア http://www.chinese.cn/college/newsexpress/art
icle/2012-06/18/content_442370.htm 




2012.10.21 李長春(5) バングラデシュ http://politics.people.com.cn/n/2012/1022/c10
24-19338506.html 
2012 年小計 5 回   
 


















 訪問回数順は、習近平 8 回、李長春 8 回、温家宝 5 回、胡錦涛 3 回、賈慶林 3 回、李克強 2 回、賀




いる。2007 年劉延東の就任前までは、孔子学院総部の前理事長の陳至立が 2003 年から副主任とし









表 1-3．地域別孔子学院および孔子課堂の展開数（漢弁ウェブ上の情報分析 2012.5）54 
地域別 展開国 展開数 10 カ所以上の展開国 
アジア 31 カ国 127 カ所 タイ(23)、日本(21)、韓国(19)、キルギス(10) 
ヨーロッパ 34 カ国 232 カ所 
イギリス(76)、ロシア(22)、イタリア(22)、フランス(21)、
ドイツ(17)、アイルランド(10) 
アメリカ 14 カ国 411 カ所 アメリカ(350)、カナダ(28) 
                                                     
53
 2013 年に行われた活動については、以下で補足する。 
2013.1.29 呉邦国 ロシア http://www.hanban.edu.cn/article/2013-01/30/content_482041.htm 








に YANG & HSIAO (2012)等の孔子学院事業に対する研究においても用いられる一般的な集計手法
の 1 つであることを示しておく。YANG, Alan & HSIAO, Michael (2012). Confucius Institutes and the 
Question of China’s Soft Power Diplomacy, China Brief (Washington), vol.12. Issue. 13. Pp.10-13. 
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アフリカ 22 カ国 30 カ所 ※最多：南アフリカ(5) 
オセアニア 3 カ国 35 カ所 オーストラリア(24)、ニュージーランド(10) 
総計 104 カ国 835 カ所  
 
表 5-2．人口に対する孔子学院の展開55 





（単位 100 万人） 
国（地域）    
世界 6,974.0 835 8.35 
     
アジア    
日本  126.5 21 6.02 
インド 1,241.5 2 620.75 
インドネシア 242.3 7 34.61 
韓国 48.6 19 2.55 
タイ 69.5 23 3.02 
フィリピン 94.9 3 31.63 
マレーシア 28.9 2 14.45 
キルギス 5.4 10 0.54 





学院の数が 1.00(単位 100 万人)以下の国家を  の色で表記している。 
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北アメリカ    
アメリカ 313.1 350 0.89 
カナダ 34.3 28 1.22 
メキシコ 114.8 5 22.96 
     
南アメリカ    
アルゼンチン 40.8 2 20.40 
ブラジル 196.7 5 39.34 
     
ヨーロッパ     
イギリス 62.4  76 0.82 
イタリア 60.8 22 2.76 
オランダ 16.7 3 5.56 
スペイン 46.5 6 7.75 
ドイツ 82.2 17 4.83 
フランス 63.1 21 3.00 
ロシア 142.8 22 6.49 
アイルランド 4.5 10 0.45 
     
アフリカ    
エジプト 82.5 2 41.25 
南アフリカ 50.5 5 10.10 
モロッコ 32.3 1 32.30 
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オセアニア    
オーストラリア 22.6 24 0.94 
ニュージーランド 4.4 10 0.44 
 
表 1-3.で現れる孔子学院事業展開の特徴を確認してみる。表 1-3.には孔子学院および
孔子課堂の 10 カ所以上を展開している 14 カ国を記している。この数字からは、孔子学
院および孔子課堂が展開している世界の 104カ国のうちの 14カ国、割合としては 13.4%
の国家に 10 カ所以上の孔子学院および孔子課堂が展開していることが分かる。 
また、10 カ所以上が展開する 14 カ国に展開している孔子学院および孔子課堂の数が














表 5-3．2010 年度中国貿易額56 
単位：100 万米ドル 
 
2010 年輸入額 2010 年輸出額 合計貿易額 
アジア 834,609 732,066 1,566,675 
日本 176,707 121,061 297,768 
香港 12,258 218,317 230,575 
ASEAN 154,569 138,207 292,776 
マレーシア 50,410 23,806 74,216 
シンガポール 24,710 32,348 57,058 
タイ 33,200 19,747 52,947 
台湾 115,694 29,677 145,371 
韓国 138,399 68,771 207,170 
インド 20,841 40,919 61,760 
パキスタン 1,729 6,938 8,667 





北米 116,979 305,861 422,840 
アメリカ 102,038 283,304 385,342 
                                                     
56









中南米 91,247 91,821 183,068 
ブラジル 38,087 24,463 62,550 
チリ 17,803 8,026 25,829 





ヨーロッパ 217,894 355,204 573,098 
ドイツ 74,342 68,047 142,389 
オランダ 6,477 49,706 56,183 
イギリス 11,304 38,771 50,075 
イタリア 14,011 31,141 45,152 
フランス 17,144 27,654 44,798 





オセアニア 65,759 33,022 98,781 





アフリカ 66,952 59,958 126,910 
南アフリカ共和国 14,846 10,803 25,649 
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アンゴラ 22,813 2,004 24,817 
合計 1,394,829 1,577,932 2,972,761 
 
 表 5-3.のように中国の対外貿易額をまとめてみると、数値の中で目立つ国家、ないし















(1,000 万人)、タイ(800 万人)、マレーシア(568 万人)、シンガポール(268 万人)、ミャンマー(247 万
人)、フィリピン(120 万人)、ベトナム(120 万人)、カンボジア(30 万人)、ブルネイ(5.3 万人)、ラオス

































































                                                     
58「中国・アフリカ協力フォーラム(FOCAC)」は、中国とアフリカ諸国の間に政治的平等、相互信頼，
互恵的経済協力等を原則とし 2000 年に発足した戦略的パートナーシップである。3 年毎に開催され
るため、2012 年 7 月に 5 回目の閣僚級会議が北京で開かれている。中国・アフリカ協力フォーラム
(FOCAC)に関して詳しくは、神和住愛子(2006)「中国の対アフリカ政策と貿易投資」、平野克己『企
業が変えるアフリカ—南アフリカ企業と中国企業のアフリカ展開—』(IDE-JETRO Africa Research 
Series No.13)を参照のこと。 
59


















                                                                                                                                                           









.pdf (閲覧日 2010.7.2) 
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表 5-4. アフリカにおける孔子学院の集中的な展開の様子（2007 年から 2009 年まで）61 
国名 展開数 展開時期（開院時期順） 
南アフリカ 4 カ所 (2007.1、2007.7、2009.4、2009.9) 
エジプト 2 カ所 (2007.1、2007.7) 
ケニア 3 カ所 (2007.1、2009.6、2009.6) 
ジムバブウェイ 1 カ所 (2007.1) 
ルワンダ 1 カ所 (2007.1) 
ナイゼリア 2 カ所 (2007.7、2007.7) 
マダガスカル 1 カ所 (2007.7) 
エチオピア 1 カ所 (2009.4) 
ベナン 1 カ所 (2009.6) 
ボツワナ 1 カ所 (2009.6) 
トーゴ 1 カ所 (2009.6) 
モロッコ 1 カ所 (2009.6) 
カメルーン 1 カ所 (2009.6) 
リベリア 1 カ所 (2009.9) 
マリ 1 カ所 (2009.9) 
                                                     
61 2010 年 5 月のオンライン孔子学院公式ホームページ上の情報を分析した資料である。ただし、2012
年 5 月までにアフリカ地域の孔子学院展開が 22 カ国 30 カ所とその 2 年間わずか 5 カ国 6 カ所の微
増にとどまっていることからも 2007 年から 2009 年までの 3 年間における 17 カ国 24 カ所の展開に
は、アフリカ地域における孔子学院開院に何等かのきっかけが存在したと判断できる。孔子学院展
開国と展開数に関して詳しくは以下のオンライン孔子学院公式ホームページの孔子学院検索サイ
トを参照のこと。http://cimap.chinese.cn/ (閲覧日 2012.5.25) 
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スーダン 1 カ所 (2009.9) 
チュニジア 1 カ所 (2009.11) 




判断と言えよう。2006 年の会合以降も 2007 年62、2009 年63に胡錦涛総書記（当時）が
アフリカ諸国を訪問しており、2009 年 11 月には温家宝首相（当時）が参加した「中国・
アフリカ協力フォーラム」の第 4 回閣僚級会議64がエジプトで開かれるなど、とりわけ
2006 年から 2009 年にかけては以前より密接な関係がアピールされている。 
アフリカ諸国との中国の経済的な支援と協力等に関して、中国政府側の対アフリカ諸




                                                     
62
 サーチナ(2007.1.23) 「胡錦涛国家主席、スーダンなどアフリカ 8 カ国訪問へ」
http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2007&d=0123&f=politics_0123_001.shtml (閲覧日 2010.10.6) 
63
 サーチナ(2009.2.10)「胡錦涛国家主席がサウジ、アフリカ諸国歴訪へ」
http://search.excite.co.jp/News/china/20090210/Searchina_20090210052.html (閲覧日 2010.10.6) 
64




























                                                     
65
 水田愼一(2008)「中国の対アフリカ戦略と ODA の実態」Electric Journal OCAJI (2008.4-6) 
http://www.ocaji.or.jp/bulletin_magazine/pdf/0804-05B7.pdf (閲覧日 2010.10.6) 
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と類似な性格を持つ「中国・中央アジア協力フォーラム」は 2012 年 5 月に開催されて
いる69。 
中国政府側のこのような動きを本稿で取り上げたアフリカ諸国における特徴的な孔
                                                     
66
 駐日中国大使館(2008.11.21)「胡錦涛主席、ペルー大統領と会談 FTA 交渉成功」
http://www.china-embassy.or.jp/jpn/zgyw/t523161.htm(閲覧日 2012.12.25) 
67
 以下は、ペルーに展開している孔子学院 4 カ所を開院順に並べたもの。Confucius Institute at Political 
Catholic University of Peru(秘鲁天主教大学孔子学院、2009.3、http://confucio.pucp.edu.pe/)、Confucius 
Institute at University of Piura(秘鲁皮乌拉大学孔子学院、2009.9、http://www.confucio.udep.edu.pe/)、
Confucius Institute at Catholic University of Santa Maria(秘鲁圣玛利亚天主教大学孔子学院、2010.06、












子学院の展開の事例から考えると、現在の中央アジア 5 カ国においてキルギスの 10 カ
所の展開の以外には目立たない、カザフスタンの 4 カ所、ウズベキスタンの 1 カ所、タ














折の末 2014 年まで基地の存続が合意されている72。 
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 2001 年に発足した「上海協力機構」の全身は、国境治安問題等を事案に 1996 年から始まったウズ















が77、とりわけ、胡錦濤総書記（当時）は 2012 年 6 月の「上海協力機構（SCO）」の会
合で次のようにも語っている。「今後 3 年内に、中国はメンバー国で 1500 人の専門家を
育成し、今後 10 年でメンバー国に 3 万人の政府奨学金の枠を提供し、1 万人の孔子学
院の教師と生徒を中国に招く。さらに、上海協力機構の枠組み内の経済協力プロジェク







タンにおけるアメリカ軍基地の撤収の時期が 2005 年であった点、すなわち 2004 年 11
月から始まった孔子学院事業の本格的な展開とその時期にずれが存在したことが、現在
                                                                                                                                                           
http://mainichi.jp/select/news/20120529k0000e030157000c.html(閲覧日 2012.6.6) 
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ではなくその展開時期にある。孔子学院事業が公式に開始されたのは 2004 年 11 月に設








経済力と文化、言語の 3 つの要素の結合に基づく展開の様相を見せており、この 3 つの













































































































































































                                                     
83
 许章润(2009.1.23)「身份认同、世俗化与世界体系－“软实力”语境下回看三十年汉语思想线索」
















































































































                                                     
1
 世宗(セジョン、세종)学堂(King Sejong Institute)のホームページによると、2012 年 9 月現在、「世宗












































































                                                     
2
 社会主義国家の国際的連携を「プロレタリア国際主義」と呼ぶことが可能であるが、戦争への反対
を掲げ活動した「プロレタリア国際主義」の代表的な連携は 1889 年に設立され 1914 年までに活動

















いが、それなくして世界平和のヴィジョンもありえない（入江 1998: 236）」4。  

















第 2 章 スロヴェニア・日本学生知的交流会議（国際会議）、LEE, Kyoungtaek(2009.10)
‘Towards a New Framework for Soft Power through the Case of China's Confucius Institute’ 
第 4 章の第 3 節 日本文化政策学会（研究大会）、李炅澤(2008.12) ‘日本における孔子学
院事業のアクター構造分析’ 
第 4 章の第 4 節 日本言語政策学会（研究大会）、李炅澤(2009.6) ‘アクター構造から見
る、孔子学院－ソフト・パワー実現手段としての役割検証’ 




第 2 章 Lee, Kyoungtaek(2010). ‘Towards a New Framework for Soft Power: An Observation 
of China’s Confucius Institute’, Inter Faculty, Vol.1: 25-38. 
第 4 章 李炅澤(2011)「孔子学院のコントロール強化のために用いられる内部メカニズ
ム分析：ブランド設定と語学検定テストの役割を中心に」、国際日本研究 Vol.3: 35-50. 
また、本論文作成のための研究活動には、筑波大学大学院人文社会科学研究科「イン
ターファカルティ教育研究イニシアティヴ（IFERI）」の研究支援（2007 年 4 月～2010
年 3 月）、「富士ゼロックス小林節太郎基金」の研究助成金（2010 年 4 月～2011 年 3 月）、
「平和中島財団」の研究奨学金（2011 年 4 月～2012 年 3 月）を賜った。 









調査協力者：周瑋生氏（立命館大学孔子学院前院長）、訪問日：2008 年 1 月 17 日  
調査協力者：佐藤智之氏（立命館大学孔子学院事務局長）、訪問日：2008 年 1 月 17 日  
調査協力者：中村健一氏（大阪産業大学孔子学院次長）、訪問日：2008 年 1 月 18 日  
調査協力者：荒川清秀氏（愛知大学孔子学院院長）、訪問日：2008 年 1 月 21 日  
調査協力者：朴賢京(パク・ヒョンギョン)氏（東亜大学孔子学院前主任）、訪問日：2008 年 2 月 26 日  
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調査協力者：イ・ヨンジュ氏（江原大学孔子学院院長）、訪問日：2009 年 8 月 2 日  
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